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給付型 貸与型

実施主体
山形県

（農林大学校）
山形県

（農業経営・所得向上推進課）
山形県

（森林ノミクス推進課）

対象者

人物・学力の推薦基準を満たして
いる学生
＊世帯収入や家族の状況等によ
り決定する

研修期間中の研修生（就農時49
歳以下）

林業分野に就業し、将来的にはそ
の中核を担う強い意志を有してい
る学生

支援の内容

第１区分　全額免除
第２区分　２／３免除
第３区分　１／３免除

第１区分　66,700円/月　給付
第２区分　44,500円/月　給付
第３区分　22,300円/月　給付

注）「学資にあてるため給付される
金品」のため非課税所得となり確
定申告は不要

第一種（無利子）
51,000円、40,000円、30,000円、
20,000円/月　貸与
※給付奨学金と併用する場合、
貸与額が調整されることがある
（第二種の活用も検討）

第二種（有利子）
20,000～120,000円/月　貸与

年間最大150万円を最長２年間
交付

注）雑所得として確定申告が必要
（本校では、確定申告について税
務署から指導を受ける機会を設
けている）。

年間最大150万円を最長２年間
交付

注）雑所得として確定申告が必要
（本校では、確定申告について税
務署から指導を受ける機会を設
けている）。

・給付期間内に適格認定があり、
家計の状況により支援区分の見
直しを行う〔適格認定（家計）〕

・卒業後に償還開始（卒業半年後
から原則、毎月償還）
・定額返還方式と所得連動返還
方式があり、返還額に応じて償還
期間が変動する（場合によっては
20年を超える場合もある）

「新規就農者育成総合対策
（就農準備資金）」、「緑の青年就
業準備給付金」と併用する場合
は、給付型奨学金を申請して第１
～３区分を決定した後、給付型奨
学金の停止手続きが必要

「新規就農者育成総合対策
（就農準備資金）」、「緑の青年就
業準備給付金」との併用はできな
い

新規就農者育成総合対策
（就農準備資金）

緑の青年就業準備給付金
支援制度

国
（日本学生支援機構）

農林大学校で活用できる修学支援制度一覧

奨学金制度入学金・授業料・寮使用料
免除

制度の併用

【予約採用】高校生の時（6月末まで）にインターネットで申し込み、
必要書類を高校と日本学生支援機構に提出し、進学後、インター
ネットで進学届を提出する（スケジュールや手続きは高等学校に確
認）。
※５月には入金が可能で、年度初めの資金繰りに有効

【在学採用】入学後、学生はインターネットで申し込み、必要書類を
農林大学校と日本学生支援機構に提出（例年、５月下旬まで提出）
※申請手続きは、給付型は前期・後期の年２回、貸与型は年１回
※緊急対応の場合は、随時（緊急、応急）申込可能

申        請
方法・時期

農林大学校事務室に「授業料等
免除（納入猶予）申請書」を提出
し、授業料納入通知書に基づく
支払いは一旦保留する。（４月下
旬まで）
給付型奨学金の区分判定が決定
したら、その区分に応じた免除後
の金額を支払う（６月頃）。

住民税非課税世帯及びそれに準ずる世帯の学生で、成績優秀、又は
学習意欲の高い学生
＊世帯収入や資産状況、家族の状況等により３段階の基準で支援額
が決定する

給付型奨学金（修学支援新制
度）や農業次世代人材投資資金
（準備型）、緑の青年就業準備給
付金との併用はできる

※県内で就業する者は、「山形県
若者定着奨学金返還支援事業」
を利用できる場合がある

「給付型奨学金（修学支援新制度）」との併用はできない

両方の制度を同時に利用する必要がある（修学支援新制度）

・学校から報告する学業成績（ＧＰＡ）等により支給を打ち切ることが
ある〔適格認定（学業）〕

要件等
（区分判定、適格認定等は、給付
型奨学金の判定に基づく）

・研修終了後、独立・自営就農、
雇用就農又は親元就農すること
（親元就農者は、就農後５年以内
に経営継承する又は独立・自営
就農すること）
・前年の世帯（親子及び配偶者の
範囲）所得が原則600万円未満の
者

・研修終了後１年以内に林業分
野への就業すること
・交付期間の１．５倍（最低２年）
以上就業すること
・生活保護など生活費を支給する
国の他事業と重複受給できない

授業の一環として申請書の作成
を指導（例年、６月頃）

授業の一環として申請書の作成
を指導（例年、６月頃）

農林大学校の場合

・入校料：5,650円

・授業料：118,800円/年

・寮使用料：80,400円/年


